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 制度のロックインに留意すること 

 環境政策はスクラップ＆ビルドではなく、足し算になりがち。 

 制度設計・運用に係る行政組織が肥大化しがち。排出量取引をロビー

イングのるつぼにしない。（ロビーイングによる歪みは FITで経験済） 

 FIT制度による賦課金負担を国民は許容しているわけではない。 

制度設計当初の説明とは大きく異なる負担。 

 

 成長は“民が主導”するもの 

 GX、DXは技術・サービスの進歩が早い。 

 成長を主導するのはあくまで民間企業であり、官はその土俵を整える

ことに注力すべき。 

 技術の選択もできる限り民間・市場に委ねること。 

＊ 技術中立的なカーボンプライシングが適用される分野以外におい

ては、技術別の支援策は必要（前回既出）。 

 但し、大幅な脱炭素化のセオリーは「需要の電化×電源の脱炭素化」 

 電力の排出量取引は、今後の電力需要の増加傾向と整合的たり得る

のか？  

 本来必要なのは、エネルギー間で中立な炭素価格によって、電源の

低炭素化・脱炭素化に投資を促すこと。 

 電力のみの排出量取引は、「FITの二の舞」になりかねない。 

→石油やガスなどの化石燃料利用へのロックイン効果を懸念 

 法的独占無き供給義務残置の状態に排出枠取引が加わる、怪現象。 

 賦課金と排出量取引の両立には【価格安定化措置】の設計がカギ。 

＊ 上限と下限の幅を狭く、かつ、賦課金と取引価格を同水準に。 

＊ 取引価格が炭素賦課金の水準を上回った分については、FIT賦課

金の相殺に充て、電気代抑制を図ることも一案。 

＝ 移行債の償還は、炭素賦課金の収入＋排出量取引オークション 

の下限価格で担保。  

排出量取引の下限を超えた部分は、該当産業の脱炭素化支援に充

当する。電力では、FIT賦課金の引き下げ。 
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 安価な脱炭素電源が潤沢になってくれば、電化は自律的に進むが、 

  各国は政策の後押しでそれを早めている。 

 

【各国の電化促進政策】 

 

 

 将来世代に貢献する投資にすること 

 米国のインフレ抑制法は、政府収入・支出を調整し、正味で財政赤字

を削減⇒現世代からコストをねん出し将来に投資。 

 将来世代からの前借りで投資するのであれば、将来世代に貢献する投

資であるべき⇒投資効果の KPI に対する説明責任を果たすこと。 

 

 グローバルマーケットへの意識を強く持つこと 

 民間企業が参画するのは成長マーケット。 

 日本に期待される貢献：COP27で感じたこと 

① データの獲得と提供についてのノウハウ 

② 防災技術 

③ 高効率技術の提供による削減貢献 

 日本からのメッセージ 

欧州追随型ではない、「アジア・トランジション」のけん引役兼サポー

ターとなること。 
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